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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第60期

第３四半期連結
累計期間

第60期
第３四半期連結
会計期間

第59期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

営業収益 (千円) 12,645,645 4,355,840 15,789,078

経常利益 (千円) 657,849 236,190 748,369

四半期(当期)純利益 (千円) 379,716 129,550 14,813

純資産額 (千円) ― 2,923,119 2,684,622

総資産額 (千円) ― 9,760,169 9,173,265

１株当たり純資産額 (円) ― 309.80 284.40

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 40.45 13.80 1.58

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 29.8 29.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 116,601 ― 471,912

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △11,791 ― △80,633

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 186,981 ― △42,416

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 3,047,508 2,771,450

従業員数 (名) ― 332 336

(注)　1.営業収益には、消費税等は含まれておりません。

2.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

　ん。
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２ 【事業の内容】

　　　当第３四半期連結会計期間において当企業集団（当社及び当社の関係会社）において営まれ　　　

　　　ている事業の内容に重要な変更はありません。

　　　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　　　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 332

(注) 従業員は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 261

(注) 従業員は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当企業集団の主要事業は、港湾運送事業、陸上運送事業、倉庫業、通関業およびその他事業であるため、

生産実績という概念を有しておりません。
　
　

(2) 受注実績

当企業集団が営んでいる物流事業においては、取引の殆どが固定客との年間を通じての日々の継続取

引であるため、受注と販売との厳格な区分を行なっておりません。
　
　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

区　分

当第３四半期連結会計期間
自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

金額(千円) 構成比(％)

 港湾運送事業及び
 港湾付帯事業

4,243,45197.4

   港湾運送事業 1,956,38244.9

   陸上運送事業 778,48217.9

   倉庫業 876,73620.1

   通関業 631,85014.5

 その他事業

   その他事業 112,388 2.6

合計 4,355,840100.0

　　　　　　　　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）経営成績の分析

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国に端を発した金融危機が世界経済に深刻な影

響を及ぼし、企業収益の大幅な減少から雇用情勢に急激な悪化が見られるなど、景気の後退が一段と鮮明

になってまいりました。 

　物流業界におきましては、輸出はアジア・米国向けを中心に急速に減少し、輸入は緩やかな減少となり

ました。その中で食品の輸入量は畜産物が増加したものの、水産物、野菜・果実等が減少したため、全体で

は減少となりました。また、冷凍食品を始めとする中国産食材の食の安全性に起因する減産により、同国

からの輸入低迷が著しく、当社グループを取り巻く環境は厳しい状況で推移いたしました。 

　このような状況下、当社グループは中国産品の輸入取扱いが総じて減少したものの、米国・ブラジル産

の畜産物等、他国産品の輸入取扱いの受注獲得に努めた結果、当第３四半期連結会計期間における営業収

益は4,355,840千円となり、経常利益は236,190千円、四半期純利益は129,550千円となりました。 

事業セグメント別の営業状況は次のとおりであります。 

[港湾運送事業および港湾付帯事業] 

　港湾運送事業は内航船の沿岸荷役料収入が減少したため、営業収益は1,956,382千円となりました。 

　陸上運送事業は鋼材のトラック運送料収入が減少したため、営業収益は778,482千円となりました。 

　倉庫業は入出庫作業料収入および保管料収入が増加したため、営業収益は876,736千円となりました。 

　通関業は輸入食品衛生検査料収入および輸入申告料収入が増加したため営業収益は631,850千円となり

ました。 

　この結果、港湾運送事業および港湾付帯事業の営業収益は4,243,451千円となり、営業利益は389,370千

円となりました。 

[その他事業] 

　その他事業は構内作業料収入が減少したため、営業収益は112,388千円となり、営業利益は18,058千円と

なりました。 

 

　（２）財政状態の分析

（資　産） 

　当第３四半期連結会計期間末の資産は9,760,169千円となり、前連結会計年度末に比べ586,904千円増加

いたしました。主な要因は現金及び預金が276,058千円、受取手形及び営業未収入金が534,671千円増加し

た一方、訴訟の解決による供託金（その他流動資産）が210,000千円減少したことによるものでありま

す。 

 （負　債） 

　負債は6,837,050千円となり、前連結会計年度末に比べ348,407千円増加いたしました。主な要因は支払

手形及び営業未払金が226,847千円、短期および長期借入金が257,393千円、退職給付引当金が56,256千円

増加した一方、未払法人税等が118,607千円、賞与引当金が115,520千円減少したことによるものでありま

す。 

 （純資産） 

　純資産は2,923,119千円となり、前連結会計年度末に比べ238,496千円増加いたしました。主な要因は当

四半期純利益の計上により379,716千円増加した一方、前連結会計年度の剰余金処分により65,711千円、

その他有価証券評価差額金が62,199千円減少したことによるものであります。 
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　（３）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間（以下、「当第３四半期」という。）における現金及び現金同等物（以下

「資金」という。）は営業活動により59,063千円、財務活動により224,922千円増加した一方で、投資活動

により4,779千円減少したことから第２四半期累計期間末に比較し277,583千円の増加となり、当第３四

半期末には3,047,508千円となりました。

　当第３四半期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期において営業活動による資金の増加は59,063千円となりました。 

 これは税金等調整前四半期純利益金額が232,623千円となり、非資金項目である減価償却費16,529千円

および退職給付引当金の増加額18,426千円、また、仕入債務の増加額58,664千円があったものの、売上債

権の増加額115,874千円、法人税等の支払額116,917千円があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期において投資活動による資金の減少は4,779千円となりました。 

 これは投資有価証券の取得による支出1,830千円、貸付による支出8,600千円があったものの、貸付金の

回収による収入6,601千円があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第３四半期において財務活動による資金の増加は224,922千円となりました。 

　これは長期借入れによる収入が400,000千円あった一方で、長期借入金の返済による支出171,674千円が

あったことによるものであります。 

 

　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

　変更及び新たに生じた課題はありません。

　

　（５）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,589,000

計 37,589,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,389,000 9,389,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は1,000株であります。

計 9,389,000 9,389,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ― 9,389,000 ― 856,050 ― 626,295

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ―  ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）　
　普通株式　　2,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

9,385,000
9,385 ―

単元未満株式 普通株式　　2,000 ― ―

発行済株式総数 9,389,000― ―

総株主の議決権 ― 9,385 ―

(注)「完全議決権株式（その他）」欄の株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権 1個）含まれてお

ります。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
大東港運株式会社

東京都港区芝浦3-7-9 2,000 ― 2,000 0.0

計 ― 2,000 ― 2,000 0.0

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 222 235 208 227 210 184 180 195 179

最低(円) 180 193 190 190 185 174 115 155 160

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内

閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７号第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半

期連結財務諸表規則を適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成　20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
 (1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第3四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,047,508 2,771,450

受取手形及び営業未収入金 ※3
 3,125,415

※3
 2,590,743

たな卸資産 ※1
 67,208

※1
 38,790

前払費用 68,948 38,635

繰延税金資産 70,019 160,930

その他 194,065 363,373

貸倒引当金 △19,192 △16,057

流動資産合計 6,553,972 5,947,865

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 492,528 520,497

機械装置及び運搬具（純額） 16,493 21,141

土地 1,412,637 1,412,637

リース資産（純額） 33,966 －

その他（純額） 13,658 13,572

有形固定資産合計 ※2
 1,969,284

※2
 1,967,849

無形固定資産 235,546 242,538

投資その他の資産

投資有価証券 274,384 338,353

破産更生債権等 93,708 79,679

繰延税金資産 306,582 272,277

その他 418,576 402,567

貸倒引当金 △91,886 △77,865

投資その他の資産合計 1,001,365 1,015,011

固定資産合計 3,206,196 3,225,399

資産合計 9,760,169 9,173,265
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（単位：千円）

当第3四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 2,338,544 2,111,697

短期借入金 1,279,971 1,212,578

未払法人税等 106,379 224,986

賞与引当金 113,589 229,109

その他 402,676 402,155

流動負債合計 4,241,162 4,180,526

固定負債

長期借入金 1,401,494 1,211,494

再評価に係る繰延税金負債 213,666 213,666

退職給付引当金 769,274 713,017

役員退職慰労引当金 139,112 121,887

負ののれん 8,371 11,162

その他 63,968 36,887

固定負債合計 2,595,888 2,308,115

負債合計 6,837,050 6,488,642

純資産の部

株主資本

資本金 856,050 856,050

資本剰余金 625,295 625,295

利益剰余金 1,443,860 1,129,854

自己株式 △909 △750

株主資本合計 2,924,296 2,610,449

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △20,459 41,740

土地再評価差額金 3,885 3,885

為替換算調整勘定 245 13,694

評価・換算差額等合計 △16,327 59,320

少数株主持分 15,151 14,853

純資産合計 2,923,119 2,684,622

負債純資産合計 9,760,169 9,173,265
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第3四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年12月31日)

営業収益 12,645,645

営業原価 9,610,318

営業総利益 3,035,327

販売費及び一般管理費 ※1
 2,347,461

営業利益 687,866

営業外収益

受取利息 4,282

受取配当金 6,503

受取保険金 1,313

受取地代家賃 2,433

負ののれん償却額 2,790

その他 5,402

営業外収益合計 22,725

営業外費用

支払利息 43,522

為替差損 6,460

その他 2,758

営業外費用合計 52,742

経常利益 657,849

特別利益

固定資産売却益 25

退職給付引当金戻入額 1,579

特別利益合計 1,605

特別損失

固定資産除却損 193

投資有価証券評価損 1,244

ゴルフ会員権評価損 2,700

特別損失合計 4,137

税金等調整前四半期純利益 655,316

法人税、住民税及び事業税 219,802

過年度法人税等戻入額 △13,122

法人税等調整額 68,621

法人税等合計 275,301

少数株主利益 298

四半期純利益 379,716
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月1日
 至 平成20年12月31日)

営業収益 4,355,840

営業原価 3,338,205

営業総利益 1,017,634

販売費及び一般管理費 ※1
 764,311

営業利益 253,323

営業外収益

受取利息 1,706

受取配当金 2,520

受取地代家賃 692

負ののれん償却額 930

その他 1,646

営業外収益合計 7,496

営業外費用

支払利息 14,953

為替差損 8,782

その他 893

営業外費用合計 24,629

経常利益 236,190

特別利益

固定資産売却益 0

退職給付引当金戻入額 526

特別利益合計 526

特別損失

固定資産除却損 149

投資有価証券評価損 1,244

ゴルフ会員権評価損 2,700

特別損失合計 4,094

税金等調整前四半期純利益 232,623

法人税、住民税及び事業税 51,005

法人税等調整額 51,722

法人税等合計 102,727

少数株主利益 345

四半期純利益 129,550
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 655,316

減価償却費 46,990

負ののれん償却額 △2,790

投資有価証券評価損益（△は益） 1,244

ゴルフ会員権評価損 2,700

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,155

退職給付引当金の増減額（△は減少） 56,299

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17,225

受取利息及び受取配当金 △10,786

支払利息 43,522

有形固定資産売却損益（△は益） △25

有形固定資産除却損 193

売上債権の増減額（△は増加） △555,931

たな卸資産の増減額（△は増加） △28,417

仕入債務の増減額（△は減少） 237,245

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,596

その他の資産・負債の増減額 △2,493

小計 469,851

利息及び配当金の受取額 10,765

利息の支払額 △41,846

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △322,169

営業活動によるキャッシュ・フロー 116,601

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,680

有形固定資産の売却による収入 307

無形固定資産の取得による支出 △250

投資有価証券の取得による支出 △11,503

投資有価証券の売却による収入 13

貸付けによる支出 △17,400

貸付金の回収による収入 18,721

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,791

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 581,070

短期借入金の返済による支出 △550,000

長期借入れによる収入 740,000

長期借入金の返済による支出 △513,677

自己株式の取得による支出 △159

リース債務の返済による支出 △4,726

配当金の支払額 △65,526

財務活動によるキャッシュ・フロー 186,981

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15,731

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 276,058

現金及び現金同等物の期首残高 2,771,450

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,047,508
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲の変更

　該当事項はありません。

 

２　持分法適用の範囲の変更

　該当事項はありません。

 

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

　該当事項はありません。

４　会計処理基準に関する事項の変更

（１）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　　　　　棚卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、第１四半期連

　　　　結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　

　　　　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、主として個別法の原価法（貸借対照表価額

　　　　については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。

　　　　　これによる損益に与える影響はありません。

 

（２）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

　　　　　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員

　　　　会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を第１四半期連結会計期間から適用しております。

　　　　　これによる損益に与える影響はありません。

 

（３）リース取引に関する会計基準等の適用

　　　　　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年

　　　　３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

　　　　委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を第１四

　　　　半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

　　　　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し

　　　　、リース資産として計上しております。

　　　　　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す

　　　　る方法によっております。

　　　　　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　　　　　この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間のリース資産が有形固定

　　　　資産に33,966千円多く計上されましたが、損益に与える影響はありません。　　　　

 

５　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲の変更

　該当事項はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

　によっております。

　　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

　発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

　ス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１．たな卸資産

　　　　　仕掛作業支出金　　   　   62,851千円

　　　　　貯蔵品　　　　　　         4,357千円

 

※２．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　 　　　　　838,395千円

 

※３．四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に
  　　ついては、満期日に決済が行なわれたものとし
　　　て処理しております。
　　　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機
　　　関の休日であったため、次の四半期連結会計期
　　　間満期手形を満期日に決済が行なわれたものと
　　　して処理しております。

　　　　　　　　　　　受取手形　　 　7,546千円
      

※１．たな卸資産

　　　　　仕掛作業支出金　　   　35,812千円

　　　　　貯蔵品　　　　　　    　2,977千円

 

※２．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　812,915千円

※３．　　　　　　　―――――

　

(四半期連結損益計算書関係)

　　第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　　給料賞与　　　   1,212,736千円

　　　　　賞与引当金繰入　   106,849千円

　　　　　退職給付費用　　　 174,498千円

　　第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　　給料賞与　　　　  310,973千円

　　　　　賞与引当金繰入　  106,849千円

　　　　　退職給付費用　　   58,164千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

　結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

　関係

　現金及び預金 3,047,508千円

　預入期間が3か月超の定期　

　預金　　
 ― 千円

現金及び現金同等物 3,047,508千円
　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年　４月１

日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

EDINET提出書類

大東港運株式会社(E04356)

四半期報告書

18/24



普通株式(株) 9,389,000
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２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,493

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 65,711 7.00平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当企業集団はデリバティブ取引を行なっていないため、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

港湾運送事業及
び港湾付帯事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

営　業　収　益

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

4,243,451 112,3884,355,840 ― 4,355,840

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 22,382 22,382（22,382） ―

計 4,243,451 134,7714,378,222（22,382）4,355,840

営業利益 389,370 18,058 407,429（154,105） 253,323

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

港湾運送事業及
び港湾付帯事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

営　業　収　益

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

12,310,183335,46112,645,645 ― 12,645,645

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 68,065 68,065（68,065） ―

計 12,310,183403,52712,713,710（68,065）12,645,645

営業利益 1,091,588 71,512 1,163,101（475,234） 687,866

(注)１．事業区分は、当企業集団における事業別収入区分によっております。

    ２．各事業の主な業務

（１）港湾運送事業及び港湾付帯作業・・・・一般港湾運送事業、港湾荷役事業、一般貨物自動車運送事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運送取次事業、倉庫業、通関業

（２）その他事業・・・・海運代理店業、構内作業、港湾関連作業、外航利用運送事業

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
　　　全セグメントの営業収益の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメン
　　トの情報の記載を省略しております。
　

【海外営業収益】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期
間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）
 

　　　海外営業収益が連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

309.80円 284.40円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 40.45円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ――

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 379,716

普通株式に係る四半期純利益(千円) 379,716

普通株式の期中平均株式数(株) 9,386,691

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 13.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ――

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 129,550

普通株式に係る四半期純利益(千円) 129,550

普通株式の期中平均株式数(株) 9,386,507

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

大東港運株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　大　橋　洋　史　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　鳥　羽　正　浩　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大東

港運株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１　日から平成20年

12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大東港運株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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